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黄南逸君学位授与報告

報 告 番 号 甲 第 826号

学 位 の 種 類 経 演 学 博 士
授与の年月日昭和 61年 3 月31日

学 位 論 文 題 系 「韓国の要素賦存と貿息構造の変化」

内 容 の 要 旨

本研究では，韓国の高度成長期間の要素賦存と貿易 
構造の変化について，H— 0 —V 定理に基づく factor 

content versionによる分析が行なわれた。第HI章の 
検証モデルと第IV章の計測結果をもとに，第 V章で要 
素賦存と貿易財に体化されている資本サービスと労働 
サ ービスの国際間の替動がどのように変化したかを検 

討した。 また，貿易政策，なかでも関税政策の実施に 

よって,国内の資本と労働の要素賦存比がどのように 
廣響を受けたかをみた。本研究の主要結論は次の通り 
である。

韓国経済は，1962〜81年までに年平均8. 4% の高度 
成長と年平時37. 8%■の急速な輪出伸長を成し塞げた。 
これは，資源賦存に乏しく，国内市場規模が小さいた 

め，文ホ外指向型経涛発展戦略を選板したからである。 
対外指向型経済亮展過程における最大の関心# は，近 
代的な工業化の達成と同時に経済成長を促進するため 

に資源の最適配分を見いだすことであった。 しかし， 
韓国のI960年代は，資爲政策による国内要素市場の歪 
みのため，S 易に体化されている資本と労働が要素賦 
存比をかならずしも正確に反映しなかった。

H—0 Modelの耍素賦存比率理論が財のタームで貿 
慕パターンを示すのに対して，H—0 _ V 定理では純 
輸出に体化されている要素サービスが贸見を通じてど 

のように国際間を移動するかを明らかにする。 H—0 

Modelの本格的な検証は，Leontiefの研弗によっては 
じまった。Leontiefの検証結果は，アメリカの競争輪 

入は輸出より資本集約的であるので，労働に比べて資 
本が不足しているとした。 こ れ が r レオンティエ フ . 

パラドックス」であろ。 こ の Leontiefの検証モデル 

は 100万ドル輪出と競争輸入代替に必要とされる資本 

と労働量を計測して貿易構造を説明しようとした。 こ 
れは，一国の貿易収支均衡を仮定するものである。 し

かし，貿易収支不均衡のときに輪出に律化されている-’ニ 

資本集約度と競争輸入代替のそれを比較したのでは， 
その国の生産要素の豊富さを表わしているとは言いが 
たい。（詳しくは本論文第HI章第1節を参照されたい。）

したがって，本研究の目的は，韓国の経済癸展過程 
における高度成長期の資源賦存状況の下で， まず，
H一 0一 V 定理に基づ く factor content version によ 

って，純輸出に保化されている要素サービスの国際間 
荐動を明らかにする。特に，韓国の贸募収支不均衡を 
とりあげ，H—O—V 方程式によって要素賦存比率の 
変化と貿易財に体化されている資本と労働サービスの 

国際間接動の変化を考察する。 さらに，1960年代の保 

護貿易政策が資源の最適配分にどのような廣響を与え 
たかを考察する。 また，1970年代半ばに韓国経济が労 
働供給面から転換点を向かえたかどうか明らかにする 
ことであった。

H—0 Modelと H—0 _ V 定理では，ある所与の時 

点の生産要素賦存と貿易パターン，要素サービスの格 
動を記述している。 しかし，生 産 要 素 の 賦 存 〔比）は 

経済堯展とともに変化するので，貿易パターンの変化 
を明らかにするためには，異時点聞の比較分析が行な 
われなけれぱならない。そこで，本研究の範囲は韓国 
の高度成長期に当たる1966, 70, 75, 80年 の 4 年^^：に 
した。

全 産 業 の factor contentと資本集的度についての計 

測結果をみると，1966, 70, 75, 80年 の 4 年次ともに， 
資本サービスの純輪出（KT) と労働サービスの純輸出 
(L T )の符号が負で， 雨方のサービスを輸入している 
貿易パターンを示していた。1966年と1970年 の 2 年疯 

については，純輪出に保化されている資本集約度が生 
産と消費の資本集約度より小さいので，これらの年次 
においての韓国は相封的に資本が豊富であった。 し力、 

し，1970年代後半まで，労働が相対的に豊言であり， 

資本が相対的に不足していると考えられるから， この 
計測結果は逆説的であった。1975年と1980年 の 2 年次 
においては，1960年代と反封に，純輪出に体化されて 

いろ資本集約度が生産と消費の資本集約度より大きい 
ので ,資本に比べて労働が相対的に豊まに賦存してい 
た。 したがって，1975〜77年の間に労働供給が制限さ 

れるようになったとしているが，貿易財に体化されて 
いる生産要素賦存比率では，1980年の時点においても 

労働が相対的に豊富であることが明らかになった。 し 
か し 1980年に近づくことによって労働供給が制眼さ 
れている反面，資本が相対的に豊富になっていく。製
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造 業 だ け の factor contentと資本集約度をみると， 製品，19. その他の製造業など労働集約的部門を中心
1966年と1970年 の 2年次は資本サ一ビスの純輪出と労 
働サービスの純輪出の符号が負で，雨方のサービスを 

輸入していた。 これに対して，1975年と1980年 の 2 年 
次については，資本サービスの純輸出の符号は負で， 
タ働サービスの純輸出の符号は正を示して，資本サ一 

ビスは輸入され，労働サービスは輸出される貿易バタ 
ーンをみせた。要素豊言さについては，1966年と1970 

年 の 2 年次は，純輸出の資本集約度が生産あるいは消 

費の資本集約度より大きいので，労働が相対的に豊富 
であった。1975年と1980年 の 2 年次についても，資本 
サービスの純輸出と労働サービスの純輸出の符号が反 

対であるので，正の符号を示す労働が相対的に豊まで
,あつ た。

次に，全産業についてfactor contentの H—0一V 

方程式に基づく検IEモデルによって計測された純輸出 
の資本サービスを産業（財）別 に 分 け て ，そ の 構 成  

要素をみた。1960年代には, 1 . 農林水産業，9 . 化学 
製品，1 3 .鉄鋼製品，16 .—般機械，1 8 .輸送用機械 
の資本サービスが多く輪入され，4 . 繊維製品，6. 製 

材 . 木製品，2 4 .通 信 . 運輸，2 5 .サービスの資本サ 
一 ビスが多く輸出された。1975年には，1960年代に輪 

入された部門に加えられ，2. 鉱業の資本サービスの輪 
入が大きい。資本サービスを輸出させる部門は4. 繊 
維製品，6 . 製 材 . 木製品， 1 1 .ゴム製品， 2 4 .通信 

• 運輸など労働集約的部門の資本サービスの輸出がつ 
づいた。1980年にはI960年代に輸入された中間財また 
は資本財部門に加えられ， 3 . 食料品， 1 0 .石 油 •石  
炭製品，14. 非鉄金属製品などの資本サービスの輸入 
が増えた反面，1975年まで輸入された，1 3 .鉄鋼製品, 

17. 電気機械の資本サービスが輸出されるようになっ 

すこ。純輸出の労働サービスを産業（財）別に分けて， 
その構成内容をみると，程度の差はあるものの，純輪 
出に体化されている資本サービスが輪入されている部 
門は労働サービスも必ず輸入されるし，資本サービス 
が輸出されている部門は労働サービスも輸出されてい 
ることがわかった。 これは，要素サービスの移動が純 
輸出の符号に直接関係していることを意味するもので, 

H—0 一V 方程式に基づ く factor content version の 
検 IEモデルの妥当性を認める結果になった。 このよう 

な純輸出の資本サービスと労働サービビスの産業(財） 
別構成要素は，實易構造の変化を反映している。

輸出の構造変化をみると，1960年代には， 3. 食料 
品 ，4 . 繊維製品，6 . 製 材 . 木製品，1 0 .石 油 . 石炭

とする構造を形成していたが，1970年代に入ってから 
は，4 . 繊維製品， 5 . 皮 革 . 革製品， 9 . 化学製品， 

1 1 .ゴム製品，1 7 .電気機械など，消費財あるいは中 
間財の輸出構成比が著しく上昇した。1970年代後半か 
らは，1 3 .鉄鋼製品，1 5 .金属製品，1 8 .輸送用機械 

など，比較的資本集約的な資本財に変化していく過程 
であった。

また，輸出構造変化の時期に，韓国製造業の資本/  

労働比率がどのように変化していくかを検討した。 
1966〜80年までの15年間にかけて資本集約度がi t 較的 
に高かった部門は，1 3 .鉄銅製品，1 8 .輸送用機械，
9 . 化学製品，16 .—般機械，7 . 紙 . 紙製品，14. 非 
鉄金属製品，1 5 .金属製品，1 2 .非金属鉱物製品，8. 

印 刷 . 出版などである。 低かった部門は， 5 . 皮 草 . 

革製品，4 . 繊維製品，1 9 .その他の製造業，3. 食料 
品，1 0 .石 油 . 石炭製品， 6 . 製 材 . 木製品， 11. ゴ 
ム製品，1 7 .電気機械などであった。 韓国では， 15. 

金属製品，1 2 .非金属鉱物製品， 1. 紙 . 紙製品， 8. 

印 刷 . 出版など労働集約的な部門に多くの資本が向け 
られて，資本集約的生産構造を形成しており，10. 石 
油 • 石炭製品，1 7 .電気機械など資本集-約的な部門に 
多くの労働が投入されて労働集約的な生産方式を採択 
した。

1960年代の資本集約度の上昇倍率が1970年代前半の 
資本集約度の上昇倍率より高い部門が多かった。それ 
らの部門は，4 . 繊維製品， 5 . 皮 革 . 革製品， 7. 紙 
. 紙製品，9 . 化学製品，10.石 油 . 石炭製品，1 1 .ゴ 

ム製品，1 2 .非金属鉱物製品，1 4 .非鉄金属製品など 
であった。 これらの部門は，1960年代が1970年代前半 
より直接 • 間接雇用誘発量が少なく，直 接 .間 接 資 本  
誘発量が多い資本集約的生産方式を採択していた。労 
働が豊® であり，資本が不足していた1960年代の韓国 
の生産要素賦存比を考えると，1960年代が1970年代前 
半より資本集約度を高められたことは，産業保護を目 
的とした貿易政策の実施によって，国内の要素市場が 

歪められ，1960年に多くの資本がこれらの産業に向け 
られたことを表わすものであった。

次に，1966〜80年までの資本集約度の上昇倍率をみ 
ると，3 . 食料品，4 . 繊維製品， 1 1 .ゴム製品， 12. 

非金属鉱物製品，1 5 .金属製品など労働集約的な部門 
が高い。 これらの部門の倍率は，資本集約的な生産方 

法をとってきた。1 3 .鉄銅製品， 16 .—般機械， 18. 

輸送用機械などと比べると低いが，他の資本集約財で
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ある，9 . 化学製品， 1 0 .石 油 . 石炭製品， 1 7 .電気

機械などよりは高かった。 このように労働集約的な部 
門の資本集約度の上昇倍率が高いことは， これらの部 
門が實易政策によって手厚く保護されたことを意味す 
る。

韓国の関税政策がどのような産業を保護し，資源配 
分にどのような影響を与えたかを有効保護率を用いて 

検討した。全期間に比較的に手厚い保護を受けている 
部門は，労働集約的な部門が多く，資本集約度と関連 
してみると，有効保護率が高い部門は，資本集約度の 
上昇倍率も相対的に高い部門が多く，輸出比重も比較
的に局かった。

1960年代に* 目して， どのような部門が手厚い保護 
を受けているかをみると，3 . 食料品，4 . 繊維製品，
5 . 皮 革 . 草製品，8 .印 刷 . 出版，15.金属製品，18. 

輪送用機械などである。一年次だけ産業平均を上回る 
部門は，1966年が1 7 .電気機械，1970年 が 6 . 製 材 . 

木製品，1 2 .非金属鉱物製品，U . 非鉄金属製品であ 
った。 このうち， 8 . 印 刷 . 出版， 1 8 .輸送用機械，

1 0 .電気機械， 6 . 製 材 • 木製品などを除けば， すべ 
ての部門が労働集約的で，I960年代の資本集約度上昇 
倍率が1970年代前半より相対的に高かった。1960年代 

に労働集約的部門が関税によって保護され，資本集約 
度を高めながら輸出生産を行なった。その結果，I960 

年代後半から国際競争力を増し，韓国輸出の主導品目 
になった。 したがって，1960年代には，貿易財に体化 

されていた生産要素賦存比では，労働に比べて資本が 
相対的に豊富に賦存しているように表われた。

労働集約的な軽工業部門は，1980年の時点でも手厚 

い保護を受けている。輸出産業を輸出補助金まで与え 
ながら保護していることは，貿易収支の赤字が続いて 
いるため，貿易収支を均衡させようとすると同時に， 
国内雇用機会の維持という政策目標が強く働いて'^、た 
ことを物語っている。 また，1980年においても労働が 
相対的に豊富な国内の要素賦存比を反映して，労働集 
約的部門を保護しなければならなかったのである。

これらの分析結果から，韓国の要素賦存と資易バタ 
ーンの変化を明らかにするために，facter contentを 

検IEする過程で生まれた二つの逆説的な結果について 
次のように説明することができる。一^^は，1960年代 
に労働に比べて資本が豊言に賦存して、る逆説的な検 
誕結果については，1960年代に関税政策によって労働 

集約的産業が保護され，労働吸収よりは資本投入を多 
く必要とする生産構造を形成した結果，資本集約度が

高められたことに起因するものである。いま一 '̂ 3̂は， 
1970年代の後半に労働の無制限供給から制限供給に転 
換されたとしていたが，1980年に資本に比べて労働が 
豊 富 に 賦 存 し て 、るという逆説的な検証結果について 
は，1980年の時点においても，労働集約的産業が保護 

され，輸出生産を行なっているので，貿易財に体化さ 
れている要素賦存比では，労働が相対的に豊言であろ 
ことが明らかになった。

論文蓉查の要旨

黄南逸君の学位請求論文r韓国の要素賦存と貿易構 
造の変化」の目的は，1962〜1981年にかけて目覚まし 
い工業化の進展による高度成長を達成した韓国経済に 
おける資易構造の特徴とその変化を分析することであ 
る。韓国の高度成長過程での貿易の役割は，まず，国 

内市場の狭少性を補い，不足する生産物を調達するこ 
とにあった。そのため1960年代初めよりきわめて積極 

的な輸出振興や外資導入政策が展開されてきた。 また， 
国内での旺盛な投資需要を反映し，経常収支は恒常的 

に大幅な赤字を計上してきた。 このような韓国経済が 
どのような貿易構造変化をとげてきたかはきわめて與 
味深い分析課題である。

本論文は，韓国の貿易構造を分析するに際し，韓国 
の貿易がその生産要素賦存とどのようにかかわったか 
に焦点をあてる。分析模型としてはH—0 Modelを用 
いる。H—0 Modelの検HEは 「レオンチィエフ.バラ 

ドックス」の解釈をめぐりこれまで多くの研究成果が 

発表されてきた。 このなかで最近もっとも学界の注目 
を集めているのが本論文がとりあげるLearner〔1980) 

の貢献である。Learnerはレオンティエフ.バラドツ 

クスを生んだ1947年時点のアメリ力の賈易収支は享実 
として黒字であり，さらに，産業連関表を用いて計算 
された結果は，当時米国が資本. 労働サービスの両方 
について純輸出国であった点に注目する。そして，貿 
易不均衡が存在する場合には資本豊言国であっても輪 

出に体化された資本/労働比率は必ずしも輸入におけ 
る同比率よりも高いとはかぎらず，従って貿易均衡を 
仮 定したレオンティュフ（1951)の結果は必ずしもパラ 
ドックスとは言えないことを示した。そ こ で 'Learner 

は貿易不均南が存在する場合のH— 0 仮説の検IEモデ 
ルとして純輸出の概念を導入し， そこに含まれた資 

本/ 労働比率を生産と消費に体化された資本/労働比 
率と比 ぺ るFactor Content Versionにもとづく新し 

V、理論モデルを展開した。
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本論文の特徴は次の通りである。 これまでのH—0 乖離を小さくするメリットをもつものと評価される。
M odelの検IEの多く力S レオンティエフ.タイプの 

モデルであったのに対し， 本 論 文 は 前 述 の Learner 

M odelにもとづき， 計測モデルへの拡張が試みられ 
ている点にある。

Factor Contentによる要素賦存の検証例はいまだ 
数が少なく， アメリカについて， Baldwin〔1971年)， 
Stern and Maskus〔1981年）が行なっているにすぎな 
い。韓国のような新興工業国の* 例では， レオンティ 
ュ フ . モデルの検誕を朴振根〔19ァ8年）とHong〔19ァ9年） 

が行なっているが，Factor Contentモデルの適用は 
本論文が初めてである。

本論文では1966年，1970年 ，1975年，1980年 の 4 時 

点の産業連関表の接統と実質化に成功しているので， 
韓国の高度成長過程で生産要素賦存の変化に応じ純輸 

出は体化された資本.労働がどのようなものであった 
かを知ることができる。 このような資易構造変化の実 
証分析を韓国のような新興工業国について行なったこ 

とは，高度成長過程における賈易構造変化が生産要素 
賦存にどのようなかかわりをもつかを明らかにするう 
えで，有用な研究成果である。

本論文の計測結果によると，1966, 1970, 1975,1980 

年のいずれも労働，資本の純輸出は負である。 しかし 

1966年と1970年 に つ 、て純輸出に体化されて、る資本 
集約度は国内の生産と消費の資本集約度より小さく， 
韓国は相対的に資本豊言国であったことを斤す。1975 

年と1980年につし、ては，純輪出に体化されてし、る資本 

集約度は国内生産と消費の集約度より大きく，韓 ■で  
は資本にくらベて労働が相対的に豊富に賦存していた 
ことを示す。

もし，韓国を労働豊富国であったと考えるならば， 
1966年 ，1970年の結果はLeamerバラドックスとでも 
いうべきものが生じていると考えられる。 また，本論 
文は同じ4 時点について従来からのレオンチィエフ. 

モデルによる計測を行なっている。 その結果によると 

4 時 点 共 100万ドル輪出生産に必要とされる資本集約 

度は同額の輸入代替生産に必要とされる資本集約度よ 
りも小さく，韓国を労働豊富国とすればバラドクシカ 

ルな結果は生じていない。
韓国経済が高度経済成長をとげる過程で大幅な経 

常 . 貿易収支の赤字を計上してきたことは前述の通り 
である。従って，本論文の検SEモデルが貿易不均衡を 
陽表的にとり入れたLeamer Modelを理論的基盤とし 

ている点は，理論と検HEデータに反映される現実との

1966年，1970年のLeamer Modelによるパラドクシ

力ルな検IE結果の解釈につ'^、てはより多くの研究を必 
要としよう。例えば，本論文にも指摘されているが， 
当時韓国は特定産業への利子補給や積極的な外資導入 

等を進めており，政策的介入の余地が大きかったこと 
力;， このような結果の一因ともなったのではないかと 

考えられる。
本論文の評価は，高度成長下の韓国における貿易構 

造と生産要素賦存というきわめて興味深いテーマをと 
らえ，国際貿易論の分野でも最も新しく，かつ基本的 
な分析手法であるFactor Content Modelを適用して 

いる点にある。分析結果の解釈については，まだ多く 
の課題を残すことも事実である。 し か し 得 ら れ た 分  
析結果そのものは，輸出を拡大することによって積極 
的な工業化過程を押し進めている韓国のような後発エ 
業国の賈易構造を，各国に特殊な研究享例としてでは 

なく，要素賦存にもとづくきわめて一般的な貿易理論 
モデルによって説明しようと試みた点に，貴重な学問 

的貢献があると考えられる。 以上の理由により，本研 
究の成果を請求された学位に十分適合するものである 
と認定する。
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